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　アイリスオーヤマの多種多様な事業
を支える従業員は、今年７月現在で
3,209人。このうち、正社員は1,927
人（中途採用者の初年度年俸制正社員
18人を除く）で、有期契約の従業員
が1,264人。契約従業員は他に、店舗
で販売をサポートするスタッフ（Sales 
Aid Staff）が約600人いるが、「多く
が週３日ほどの勤務でフルタイムと異
なる」ことから、従業員数を表示する
際には外数にしている。

新卒者採用に九つのコースを設定

　正社員の職種は、営業事務系と技術
系に大別される。前者は、営業、企画・
マーケティング、ネット通販サイト運
営、財務、広報、人事等の部署に配属。
後者は研究開発、システム開発、品質
管理、グラフィックデザイン、Web
制作等の業務を担う。採用時には、こ
れらの職種に適した多様な人材を確保
するため、九つのコースを設けて選考
を行っている。
　具体的には、営業事務系は職種全般
に配属する「スタンダードコース」と
「アドバンストコース」を設定。その
うえで、「スタンダードコース」は一

般的な選考ルートの【営業・事務コー
ス】と、初期選考をWeb面接で行う【遠
隔地コース】に分けている。また、「ア
ドバンストコース」では、自らの特技
や経験等、突出した個性を売りにする
学生のための【プレゼンテーション
コース】、スポーツで国内トップクラ
スの実績を残した人の【トップアス
リートコース】、貿易や海外グループ
管理、海外駐在等、海外と関わる部署
への配属を前提とする【グローバル
コース】を整えている。
　一方、技術系コースでは、配属先を
より明確化したコースを用意している。
同社は年間1,000点を超える商品を開
発しており、それを支える開発部門へ
の配属を前提とした【商品開発コース】
のほか、社内で用いられる
システムを開発する【シス
テムエンジニアコース】、
アイリスグループが運営す
るサイトのデザイン、コー
ディング、アプリケーショ
ン開発等を行う部門向けの

【Webデザイナーコース】、、
LED照明や業務用家具の
いずれかの空間デザイン部

門への配属を考えた【空間デザイナー
コース】がある。
　2017年度には、営業事務系は約
100人、技術系は20人程の大学新卒
者を採用する。なお、高校生の新卒者
についても、一般事務、現業職、技術
職あわせて約150人の採用を予定して
いる。

欲しい人材を明確に伝える

　「採用選考は一律にせず、大学の入
試同様、学生が強みを発揮できるコー
スを用意している。これは単に学生に
便宜を図るということだけではなく、
会社として欲しい人材をはっきり伝え
る意味も持たせている。例えば、ＳＥ
や空間デザイン、Webデザインは２
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チャンスの平等を担保して透明かつ公正な評価を実施
――納得の高い人事制度で能力・実績に見合った処遇を

アイリスオーヤマ株式会社

第26回

　生活用品の企画、製造、販売を幅広く手がけるアイリスオーヤマ株式会社（宮城県仙台市）。園芸用品等の日用品を
はじめ、収納用品や調理器具、寝具・インテリア、ペット用品など様々な商品を扱う。最近では事業展開を多角化させ、
LED照明や生活家電製品、精米事業にも乗り出すなど、世間のニーズに素早く対応することでビジネスチャンスを掴ん
できた。その一方、人事制度は勤続年数に見合う定期昇給の考え方はなく、自分の給与は自分で上げるのが大原則。
360度評価や昇格試験時の複数の部門長でのアセスメント評価等で、不平等感を極力排除してチャンスの平等を担保
する。昇給・昇格等に至るプロセスを可能な限り、透明かつ公平にすることで、全員の納得性を高めることに腐心して
いる。人事部の倉茂基一・統括マネージャーを訪ね、同社の人事制度と運用について話を聞いた。

アイリスオーヤマ株式会社　企業概要
2017年１月現在

代表者：代表取締役社長　大山 健太郎
設　立：1971年4月
　　　　従業員数　3,209人(Sales Aid Staff除く）
　　　　内訳　正社員：1,945人（男性1,328人、女性617人）
　　　　　契約従業員：1,264人（男性300人、女性964人）

　　　　※2017年７月現在
初任給： 4年制大学卒/高専専攻科卒21万3,000円（2017年

見込み）
　　　　高卒事務職17万円、現業職17万2,000円（同上）
事業内容：生活用品の企画、製造、販売
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年前までは一括りに採用していた。そ
れを細分化することで、欲しい人材を
より明確化した」
　入社後は原則、採用コースに沿って
配属される。その後の異動については、
「営業事務から技術畑へのコース転換
はないが、その逆は有り得る。実際、
文系学生で『商品開発がやりたい』等
の希望はあるが、基本的に機構設計や
電気回路設計などのスキルがないと務
まらないので無理。他方、ＳＥで入社
したが営業が向いている等の場合は、
技術系から営業事務系への転換はあ
る」。また、同じ技術系でもＳＥ等の
専門性の高い職種への転換はない。

昇給・昇格は職能等級制度の評価で

　アイリスオーヤマでは、年功を廃し
て実力主義の人事を行っている。具体
的には職能等級制度の下、社員を職能
に応じて１～11級までの11段階に分
類。労働基準法上の管理監督者は６等
級（課長代理クラス）以上の182人に
なるが、実質的には４等級と５等級
（リーダークラス）も幹部社員として
扱っており、年４回の幹部社員研修へ
の参加や、営業利益に応じた決算賞与
（詳細は後述）の支給対象になってい
る。実際の業務を見ても、４～６等級
の間には、仕事の内容自体はあまり変
わらない人が存在している。

上位等級への昇格は試験クリアが
必須

　等級は、各等級それぞれにS～Dの
５ランクの号数が定められており、基
本給は等級・号数に応じた給与テーブ
ルで定められている。新卒社員につい
ては、高卒者は１等級Dランク、大卒
者は２等級Dランクからスタートし、
その後は毎年の業績評価に応じて号数
がアップしていく。高卒と大卒の違い

はスタート時のみで、後は同様の評価
で昇給・昇格していくことになる。勤
続年数に応じて自動的にランクが上が
ることはなく、各等級でランクアップ
に足ると認められた以上の評価を得な
ければ上がれない仕組みになっている。
　また、上位等級への昇格は全て試験
を経なければならない。このため、「同
一等級のSランクまで上がった人が昇
格試験をクリアできず、そこで頭打ち
になっているケースも珍しくない」。
なお、高卒者と大卒者等、学歴による
違いは入社時に貼り付けられる等級の
違いのみ。その後は全て本人の実力で
昇給・昇格が決まっていく。

中途採用者には初年度は年俸制で対応

　中途採用者は初年度に限り、それま
での経験を踏まえた形で年収を決め、
職能等級制度から除外して年俸制で対
応している。そして２年目からは、初
年度の評価に照らして適当な等級を決
定する。
　「中途採用者については、前職の年
収を考慮して初年度の報酬を決める。
例えば、大手の電機メーカーにいた人
は前職の年収も高いが、実際の職能の
価値はわからない部分もある。そこで
単純に当社の等級に当てはめることは
せず、初年度は年俸制で前職を考慮し
た年収を設定。１年間の働きぶりを見
て、２年目はそれに見合う職能等級を
決定する。このため、２年目には前職
の年収との差が少なからず開く人も出
てくる。なお、50歳代以降の中途採
用者は１年毎の契約社員として採用し
ている」

大手電機メーカーからエンジニアを
採用

　アイリスオーヤマでは、2009年か
ら家電事業に本格的に参入。2013年

には大阪に開発拠点を構えて商品の幅
を広げてきた。時期を同じくして、中
途採用も活発化。「それまでも中途採
用は行っていたが、家電系エンジニア
の採用を考えているタイミングで大手
電機メーカーの大量早期退職があった
こともあり、大阪に開発拠点を設けて
本格的に家電事業に乗り出すことにし
た」。
　同社の実力主義の人事制度下で働く
ことに、中途採用者の抵抗感はなかっ
たのか――。その点について尋ねると、
「入社した全員が馴染むわけではな
かったが、エンジニアとしての腕があ
るのにもかかわらず早期退職した人で
あればフィットしている」とのこと。
さらに詳しく聞くと、「当社のニーズ
は現場で手を動かすことなので、もう
一度、自分自身の手でものづくりをし
たいと思って入って来た人は活き活き
と働いている。また、当社の開発エン
ジニアは、企画、製品設計、試作品製
作、量産立ち上げなど、一人の担当領
域が幅広い。そういったことにやりが
いを感じる人がいる一方、自分の得意
な専門領域に固執する人は抵抗感を抱
く人もいなくはない。また、手を動か
すよりもマネジメント志向の強い人も
馴染めなかったケースがある」そうだ。

人柄・意欲・能力の３軸で評価

　同一等級でのDからSまでの号俸の
ランクアップは、直属の上司の評価で
決まる。評価は「人柄」「意欲」「能力
（実績）」の３軸を基準とする。
　人柄は、コミュニケーション能力、
協調性や誠実さ、責任感などが備わっ
ているかの観点で見る。意欲は、目標
達成のための行動力やリーダーシップ
などがポイント。そのうえで、能力と
しての実績を加味する格好だ。「これ
らを評価するなかで、仕事に取り組む
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姿勢やメンタル的な部分、その人が有
している基本的な資質も見ていく」。
実績が昇級に及ぼす影響は職種で異
なっており、「営業職では実績の重み
が５割ぐらいになるが、管理系は仕事
のアウトプットの結果は2～3割程度
で、日常の行動や意欲の評価の比重が
高くなる」。

実績に加えてアセスメント研修と
多面的評価も

　一方、昇格については、①評価対象
期間の実績の評価②毎年行われるアセ
スメント研修の結果③多面的評価の結
果――の３要素を総合的に見て昇格を
決定する。
　毎年の実績評価は、前述の職務等級
のランクに求められる業務の達成度を
上長が評価するもの。アセスメント研
修は、それを踏まえて毎年年末に与え
られるテーマに関する論文と１年間の
実績を自ら報告することの２本立てで、
合計6、7分のプレゼンテーションを
行う。
　アセスメント研修で課された直近の
課題論文テーマは、「自部門の成長戦
略プラン作成のためのチェック・アク
ションをどう実践するのかを具体的に
述べよ」「企業を成長させる幹部社員
に必要な『人間力』とは何か。それを
どう高めるかを具体的に述べよ」
「1,000億企業の管理者として求めら
れる資質とは何か。それを身に付ける
ために自ら実践することを具体的に述
べよ」など。プレゼンは、各部署から
横断的に集められた人事評価委員会の
メンバー14、15人に対して実施。そ
れが採点・評価され、協議による順位
付けを経て昇格できるか否かが決まる。
　なお、アセスメント研修は４等級以
上の全員が対象。加えて、２等級から
３等級、３等級から４等級に昇格する

場合も、委員の構成は若干変わるもの
の人事評価委員会方式を経る。実際に
は毎年600人を超える社員がプレゼン
を行っている計算になる。

人事評価委員会が全員の順位付けを

　「人事評価委員会の委員には、事前
に上司の評価や後述する多面的評価の
内容・順位が記された評価フォームが
配られていて、当日の発表を聞いて点
数を付けていく形。プレゼンは、朝８
時から始めて夕方５時まで１日通して
行う。それを最終的にメンバー全員で
読み合わせて、１位から最下位までの
順位付けをする」
　同社は、この作業に相当の手間と時
間を割いており、大山社長も「２月中
はこれがあるので、仕事にならない」
と話しているほどだという。一例を挙
げると、仮に４等級が200人いた場合、
彼らのプレゼンは１日50人が限界と
のことなので、４日間かけて実施され
ることになる。その後、上司評価や多
面的評価を踏まえつつ、４等級の１位
から200位まで一人ひとりの順位付け
をしていき、下位10％に入るとイエ
ローカードが渡され、コーチングの対
象になる。
　イエローカードは４等級以上の幹部
社員（現状535人）が対象になるため、
毎年大体、40～50人程に発行され、
対象者にはそれぞれ専任のコーチがつ
く。コーチは15、16人を受け持ち、
年間3、4回、各人に定期的なコーチ
ングを施す。そのうえで、２年連続も
しくいは５年以内に３枚のイエロー
カードを受けたら降格。例えば、「４
等級Ｄランクの人が降格すると３等級
Ｓランクになる」といった形で、直近
下位等級の最上位号数になる。同社で
は等級間の賃金レンジに重なりは設け
ていないため、「下位等級に降格すると、

大体、年収で100万円程下がるイメー
ジ」の収入減になる。

若手にチャンスを与えて活性化する

　倉茂統括マネージャーは、「このイ
エローカードの取り組みは、企業理念
の実現のために必要なこと」と強調す
る。
　「社員からすると『厳しい』と思う
のは本音だろう。ただ、大山（社長）
は『パフォーマンスが落ちている管理
職がいるのなら、若手を抜擢するため
にも一度その席を空けてもらおう』と
表現している。等級が落ちたり年収が
下がったりすることばかりが目立つが、
裏返して見れば、若手を登用して活躍
させ、組織を活性化させる手段になっ
ている。実際、幹部研修会等では毎年
４月段階での人員構成を出すが、そこ
では『今回、降格者が○人出たが、そ
の分、昇格者も○人増やしている』と
発表する。４等級以上の役職になれば、
会社が業績を上げるほど決算賞与が多
く支給される。年度の業績（営業利益
額）によって支払金額は全く異なって
おり、例えば今年は計画通りの売上と
営業利益率を達成して一人当たり90
万円を想定している。一人ひとりのア
ウトプットを高めて業績を上げれば、
最終的に自分の年収が上がることは
はっきりさせているので、弱者救済型
の議論はあまり出てこない」

幹部社員の自覚を促す 
イエローカード

　また、イエローカードを受け取った
幹部社員は、コーチングを受けている
間も、部下の評価や育成等を他の管理
職層と同様に行う。
　「イエローカードの対象を４等級以
上にしているのは、彼らに幹部社員で
あることを自覚してもらいたいから。
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その評価に見合わなければ部署を任せ
られないし、部下からの不満も高まる。
しかし、対象者はそもそも幹部社員な
のだから、かつて（昇進時）は能力が
ありパフォーマンスも高かったはず。
それが今はパフォーマンスと等級が不
釣り合いになっている。だから、これ
は単にダメ出しの意味ではなく、『も
う少し頑張りましょう』といった励ま
しのカード。業務は他の幹部社員と同
様にこなしてもらう」

従業員全員が対象の多面的評価

　多面的（360度）評価は、契約社員
も含めた従業員全員に年１回、実施す
るもの。業務力や実力、人間力等の項

目について、それぞれ「非常に劣って
る」から「非常に優れている」までの
６段階でチェックする。評価者は、３
等級までの一般社員と契約社員には上
司・同僚・部下（後輩）各３人の合計
６～９人を選出。幹部社員層の評価者
は、部下の数に応じて10～30人になり、
営業本部長クラスになると40～50人
から評価を受ける。
　評価はスコアによってランキング化
され、自己評価と比べたレーダー
チャートと順位が本人にフィードバッ
クされる。図表１の例は、リーダー職
位（4～5等級）355人中266番、４等
級に限定すると224人中162番の評価
を得ていることを示している。

　ちなみに、多面的評価で自分の思っ
ている評価と違って納得いかない場合
は、倉茂統括マネージャーが自ら対応
する。
　「当社では新入社員研修時から、『評
価は他人がするもの』という考え方を
徹底して伝えてきている。だから大抵
は、自分が考えている評価と他者の評
価が異なることがあった時は、『それ
は何かしら自分に問題がある』と考え
る。ただ、恣意的に悪く評価するよう
なケースも稀にある。そういった疑義
について、社員個人が訴えてくる場合
は評価内容をチェックする」
　「その結果、全項目で最低点が付け
られているような特異な状況で差が付

2015年 多面的評価結果

【項目別グラフ】 【項目別スコア】 （参考）

項目
別

平均
項目
別

平均
項目
別

平均
項目
別

平均

① 構想力

② 業務遂行力

③ マネジメント力

④ 先見力

【項目平均グラフ】

⑤ 実績実力

⑥ 変化対応力

⑦ コミュニケーション力

⑧ リーダーシップ

⑨ 部下育成

⑩ 人格

【項目平均グラフ】

総合 Ｌ(4～5等級)

等級別 4等級 ※色づけの意味＝前年と比較したは他者評価の変化

社員番号 氏名 所属 評価時所属

三原 剛 ＤＣＭ札幌支店 ＤＣＭ札幌支店

自己評価 他者評価

評価項目 評価内容

目標を周知徹底・部下に理解させ、
PDCAで結果をだすためのプロセスコ
ントロールをおこなっている

実
力

時代の流れを読みとる予知能力と会
社発展のために自ら創造する能力が
ある

業
務
力

変化をチャンスととらえ、本質的・多面
的に計画を立案し、ビジネスチャンス
の発見と仕組み改善の提案をする力
がある

高い目標を立て、自ら主体的に業務を
遂行することによってチーム業績に貢
献している

計画達成による会社貢献と難易度の
高い業務をやりきる力がある

同じことを繰り返さず、顧客のニーズや
組織活性化にスピーディーに対応して
いる

指
導
力

傾聴力と伝達力に優れ、情報共有に
よって部下や関連部署と意思疎通を
図っている

人
間
力

優れた人柄、明るく前向きな高いモチ
ベーションと見識を持ち合わせている

部下にビジョンを示し、行動と説得に
よって共感を得ながら目標達成を促す
ことができる

現場・現品・現状を自ら把握し、部下の
長所に光を当てることによる動機づけ
と育成をおこなっている

⑫ ロイヤリティ

⑪ 人間力
人間的魅力と、情熱・洞察力があり、
行動言動に責任を持って周囲から尊
敬されている

会社や自分の業務に誇りを持ち、会社
を愛する使命感を持つ

前年他者項目
別順
位

（355
人中)

全社平均

部門別 営業
他者評価
ばらつき度

区分 区分名 順位 人中

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

自己評価

他者評価

全社平均

④先見力

⑤業績実力

⑥変化対応力

⑦ｺﾐｭﾆｹ力

⑧ﾘｰﾀﾞｼｯﾌﾟ

⑨部下育成

⑩人格

⑪人間力

⑫ﾛｲﾔﾘﾃｨ

実力

業務

指導力

人間力
①構想力

②業務遂行力

③ﾏﾈｼﾞﾏﾝﾄ力

業務力

実力

指導力

人間力

0.00

1.00

2.00

3.00

4.00

5.00

6.00

業務力 実力 指導力 人間力

自己評価 他者評価 全社平均

人間力指導力実力業務力

改善（+1.00～）

やや改善（＋0.20～＋0.99）

変化なし（-0.19～＋0.19）

やや改悪（-0.99～-0.20）

改悪（～-1.00）

図表１　多面的評価の結果例
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いてしまっているような場合には、評
価者に直接、注意したりはせず、当該
の部署が何か問題を抱えている可能性
を考え、カウンセラーを入れて部門の
メンバーと面談して調査する。一方、
上司には、本人評価と他者評価の差異
まで細かくフィードバックしていない
が、部署内の全メンバーの順位表は伝
えている。そのうえで、人事からは、
順位が低いメンバーに対して、『こう
いうところが弱いのでは？』などと１
年かけて気付きを与えて改善を促す指
導を行うよう指示している」

４等級以上には決算賞与も支給

　一方、賞与については、全従業員が
対象になる夏冬の定期賞与は、売上成
長率と収益率に応じて決められる業績
連動方式。業績の係数を一定幅に収め
る形に設定しており、変動は上下
10％以内に抑えている。近年の実績は、
組合員平均で年間5.5カ月程になって
いる。
　そのうえで４等級以上の幹部社員に
は、営業利益の５％を決算賞与として
振り分ける。分配される額は自動的に
計算して算出するのではなく、各人が
年度当初に申告する業績目標の達成度
に応じて決められる。
　「考え方としては、定期賞与は等級
に連動して業績を加味する形。決算賞
与は野球選手の打者でいえば打点や打
率、投手なら勝率や防御率のイメージ
で、個人成績に応じて大幅に変える。
等級や年齢は関係なく、会社への利益
貢献や改善に向けた行動を見るので、
等級間の逆転も珍しくない」

納得性の高い評価制度に

　こうして見てくると、同社の評価へ
の対応や人事部門の姿勢が、納得性の
高い人事制度を構築しているようだ。

　「公平な人事評価はそもそも無理な
ので、それより公正さや納得感を高め
ることに注力している。ポイントは、
一人を複眼でオープンに評価するとい
うこと。皆が見ているところでプレゼ
ンテーションして、それを特定の上司
のみでなく人事評価委員会という横断
的な組織が評価する。また、発表は同
一等級の社員もオブザーバーとして参
加して聞いているのでごまかすことは
できないし、特定の人からの好き嫌い
も影響しない。評価のフィードバック
もするし、評価者のレベルの確認や教
育も行う。こうして人事評価に対する
納得性と透明性を高めたうえで、能力・
実績の高い人にはそれに見合った昇格
や決算賞与を支払う。一方で、どちら
かというとぶら下がっているような人
にはイエローカードを含めて厳しく対
応する」

若手人材の抜擢も推進

　公正な対応でもう一つ、同社では実
力主義を背景に若手人材の抜擢を進め
ている。図表２を見ると、幹部社員に
なりたての４等級には、25歳から60
歳まで幅広い年代の社員が属している
ことがわかる。

　「４等級の平均年齢は37歳。それだ
けではあまり若いと思われないが、早
ければ大卒４年目で４等級に昇格して
幹部社員層として扱われる。その後も
30歳代前半で５等級、40歳前後で役
員手前のマネージャークラスになって
いる社員もいる。海外法人の責任者に
30歳代の者もいるなど、意欲と能力
のある者にチャンスを与える制度にし
ている」
　また、１～３等級の育成に関しては、
キャリア目標シートを用いて、等級に
見合った会社貢献に繋がるキャリア
アップを促進。達成度を評価して処遇
に連動させるものではなく、上司との
コミュニケーションを図って自らの達
成目標を明確にさせることを狙ってい
る。
　若年層を抜擢する一方、高齢者につ
いても実力に応じた処遇を行っている。
同社の定年年齢は60歳で、本人の意
思に応じて65歳までの雇用の場を提
示している。その際、処遇は、定年前
２年間の評価の平均で一定水準クリア
すれば雇用延長で正社員のまま、一定
水準以下であれば年俸制契約社員とし
て、本人の能力や仕事の重みに見合う
年俸を設定する。現在、定年後も正社

45

50

55

60

65
年齢

20

25

30

35

40

3 4 5 6 7 8 9 10 11

等級（4-5：リーダー、6～9：マネージャー、10：執行役員）

図表２　非年功序列の組織
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員または契約社員で働く人はそれぞれ
約40人いる。

手厚い諸手当への葛藤も

　ここで、同社の諸手当と福利厚生に
ついても確認しておきたい。
　諸手当についてはまず、東京・神奈
川勤務者は基本給の15％、埼玉・千葉・
大阪・兵庫などの地域も10％の地域
手当が設定されている。家族手当は、
社会保険の扶養家族で配偶者は月１万
円、18歳未満の子は１人につき5,000
円を支給。弁護士資格を有していたり、
博士課程修了者には月５万円の職技手
当もある。
　住宅手当は入社３年目までは２万円、
３～５年は１万円で、５年目以後はな
くなる格好。本社のある宮城県外に転
勤する場合には別途、家賃補助も設け
ているほか、海外転勤時には赴任手当
を付ける。
　「新卒者が全国から来るなかで、宮
城県内に勤務する場合は一定期間、住
宅手当を支給する。また、宮城県外に
転勤する場合は、住宅手当とは別に各
地域の物価に見合った家賃補助も行う。
家賃補助は７年目まで段階的に減額し
ていく。このほか、宮城県内の勤務者
には社員寮も用意。転勤に伴って当該
社員が借りた住まいは借り上げ社宅の
扱いにしている。なお、単身赴任者が
帰省する際には、年２回まで帰省に要
した交通費の半額を支給している」
　なお、５等級までは時間外手当が生
じるが、こちらは「見込残業手当」と
して月20～30時間のみなしで固定し、
超過分を別途支給している。また、育
児や介護等の事情のある人には短時間
勤務制度もある。2016年からは地域
限定正社員制度も整備した。
　こうした諸手当をどうしていくかが、
実は同社の課題の一つになっている。

倉茂統括マネージャー
は、属人的な手当への
人事の葛藤を吐露する。
　「例えば、配偶者手
当は本当に必要なもの
なのか。本人の能力と
無関係の手当を支給す
ることについて、会社は正しく説明で
きない。本来、こうした手当を増やす
べきでないことは承知しているが、既
得権として存在しているものをなくす
のも難しい」

若手社員の成功体験の場になる
社員旅行

　その一方で、同社は福利厚生も充実
させている。懇親会費を「年４回一人
3,500円まで」補助しているほか、社
員旅行にも一人２万円を補助する。コ
ミュニケーションを活性化させて本音
で話せる環境作りが目的で、旅行は若
手社員の企画力を磨く場にもなってい
る。
　「実力主義は、ややもすると人間関
係がぎくしゃくしかねない。このため、
当社はトップ自ら日常的なコミュニ
ケーションを大事にして、情報を頻繁
にやりとりする風通しの良い職場づく
りを目指している。その一環として社
員旅行や懇親会に補助を出したり、運
動会を開くなどの風土がある。社員旅
行は入社２～３年目の若手社員に企画
させて、プロジェクトマネージャーと
しての責任を負わせる。同じ予算のな
かでいかに参加者の満足度を高められ
るか。企画が興味を引けば参加者が増
えるし、本人の成功体験にもなる」

幹部社員の育成につながる 
プレゼンテーション会議

　こうした成功体験の延長上には、自
ら企画・提案を行う姿勢を活かせる場

が設けられている。毎週月曜に年間
50回開催される商品開発のプレゼン
テーション会議では、関連部署が集ま
り、商品開発のアイディアが提案され
る。社長をはじめ、役員や関連部署の
部門長全員が出席し、提案者に対して
いろいろな質問を投げかける。週60
案件が提案され、年間約1,000点の新
商品が生み出されている。
　「社長や役員層と同じ情報を共有し
たうえで、経営層がどう判断するかに
直接触れることが、幹部社員の育成に
もつながっていくことになる」

有期契約社員も働きやすさを追求

　有期契約労働者にも触れておくと、
アイリスオーヤマで働く有期契約労働
者は、男性現業職を中心とする契約社
員（116人）と、事務補助や現業部門
の軽作業を担う女性中心のパート

（1,011人）に分かれている（シルバー
従業員を除く）。前者は後者よりも仕
事の内容が重く、その分、時間給と賞
与を高く設定している。ただし、労働
時間は契約社員、パートタイマーとも
にフルタイムで働いており、そこに明
確な線引きはなかった。人手不足のな
かで働きやすさを追求することになり、
来春からは労働時間を基準に、①１日
６時間以上勤務する人をパート②従来
通りフルタイムで働く人を契約社員―
―に、雇用区分を変更する予定だ。
　「人手不足で求人難のなか、働く人
がより労働時間を選べるようにしなく
てはならないと考えた。これまでは契

プレゼンテーション会議は幹部社員の育成にもつながっている
（アイリスオーヤマ提供）
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約社員もパートもフルタイム（厳密に
は正社員より30分程短い）を原則と
していたが、それでは育児や介護への
対応が難しい状況にあった。そこで従
来の労働時間で働く人を契約社員とし、
よりフレキシブルに働く人をパートに
設計し直した」

正社員と変わらない評価で 
昇給等が決定

　同社の有期契約労働者は半年契約で、
賃金は契約社員、パートともに時給制
が基本になっている。採用時の設定は、
職務内容と地域相場を勘案して決定。
その後は年１回の評価で昇給するか据
え置くかの二択になる。具体的には、
①通常の上司評価②正社員同様の多面
的評価のスコア――の２軸で評価が行
われ、そのマトリクスで「S評価○○円、
A評価○円、C評価は据え置き」など
と昇給幅を決めていく形だ。
　「ただし、契約社員については、一
定期間勤めて仕事の能力がある程度高
くなったもののまだ正社員登用には至
らない人を月給制契約社員にして、正
社員と時間給契約社員の中間ぐらいの
年収を設定している」
　参考までに、契約社員から正社員へ
の登用については、本人が希望して上
司の推薦を得られれば受験資格が持て
る。試験は年１回。内容は正社員の昇
格試験同様、与えられた課題と昨年１
年間の業務実績について6、7分のプ
レゼンテーションで合否を決定。「受
験者は例年20人ぐらいと少ないが、
合格率は高く、15人ぐらいは登用さ
れている」。

仕事内容に見合う処遇を

　「元々、契約従業員の評価制度は正
社員とあまり変わらない。上司による
査定も360度評価もある。そこで問題

意識としてあったのが、業務内容と処
遇の関連付け。特に事務パートのなか
には、仕事の内容が正社員とあまり変
わらない人もいた。そこで新制度では、
契約従業員もより明確な等級付けを行
い、難しい仕事をする契約従業員には、
その内容に見合う給与・賞与を支払う
形にして、正社員と契約社員の処遇差
を縮めていくことにする。特に賞与は
旧制度で年間13～14万円ぐらいだっ
たが、夏冬それぞれ10～20万円程度
支給する」考えだ。
　なお、諸手当や福利厚生については、
有期契約社員は転勤がないため家賃補
助等の住宅関連手当は発生しないが、
それ以外は現行でも正社員とほぼ変わ
らない。
　このほか、パートタイマーのなかに
は管理的な業務をこなしている人もい
る。店舗ラウンダーや現業職、お客様
からのお問い合わせに対応するコミュ
ニケーションセンターといった部署で
働くパートタイマーのなかには、経験
を積み実績を上げて管理的役割を担う
「パートリーダー」がいて、時間給と
は別に月額のリーダー手当が支給され
ている。

働く社員にとっては良い会社

　「当社はよく『給与は高く人件費率
は低く』と言っている。実際、宮城県
内の企業と比べると社員の年収は高い
レベルにあると思う。た
だし、少数精鋭の実力主
義で、できる限り一人ひ
とりの生産性を高め、売
上人件費率を極力抑える
考え方を採っている。そ
の考え方は契約従業員に
対しても同様で、長くい
るだけで一律の時給・月
給アップとはならない。

雇用区分に関わらず、能力の高い人は
上がっていくが、アウトプットがあま
り出せていない人は据え置かれたまま
になる。だから、正しくは『働いて成
果を出す社員にとっては良い会社、ぶ
ら下がっている社員には居心地の悪い
会社』だと思う」
　なお、契約社員の時給を下げること
は「今まではなかった」が、改正労働
契約法の５年無期ルールの実施に合わ
せて給与制度を整備。これに伴い、
2018年４月以降、一定のパフォーマ
ンスを出せない場合は時給が下がる可
能性もある。

ＰＣ使用は共用スペースで

　アイリスオーヤマでは、職場環境の
改善を図るなかで、コミュニケーショ
ン力を高め、効率的に生産性を向上さ
せることができる仕組みづくりにも注
力している。倉茂統括マネージャーは、
その代表例として、①パソコンを使う
席を別に設ける②会議を立ったまま行
う③ICジャーナルと称する日報を義
務付ける――ことを挙げる。
　「まず、自分たちのデスクにパソコ
ンを置かないようにした。オフィスフ
ロア中央部にPC島を設けて、必要が
あればそこに行って交替で作業する。
これには、『作業時間は極力減らして
アイディアを練ったりディスカッショ
ンする時間を増やす』狙いがある。だ

パソコンはスタンディングテーブルで使用する（同社提供）
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からPCの台数も一定程度に制限して
いる。ただ、実際には自分の使うPC
を固定して一日中、そこに座っている
社員も散見する。それでは趣旨に合わ
なくなるので、４等級以上は今、全員
立ってPCの操作をすることにしてい
る。部署のミーティングは、その都度、
会議室を確保して、長時間かけて行う
のではなく、原則立ったまま、１回
20分以内で終えるよう伝えている。
この施策のポイントは、立ったままや
ることにあるわけではなく、何か問題
が発生したり情報共有しなければなら
ないことがあった時に、いち早く集
まってディスカッションしてすぐに行
動に移せるようなスピーディーな情報
の伝達を実現させることにある」

全社員が日報を書く

　「いま、一番力を入れているのが『IC
ジャーナル』。社員全員が毎日、イン
トラ上に『YWT（やったこと、わかっ
たこと、次にやること）』の観点で日

報を書く。それにより、部門長は自部
署のスタッフがどういった仕事をして
いて、どんな問題が発生しているかを
チェックできるし、スタッフも自分の
マネージャーがいま何を課題として捉
え、どういった判断をしているかがわ
かる。同じ部署間の正社員が互いに閲
覧するのが基本だが、キーワード検索
で他部署のメンバーの情報も閲覧でき
るようになっている。タブレットやス
マホでも見られるようにして、情報の
伝達スピードを極力上げるように努め
ている」
　日報の義務化は、社員にとって負担
に感じられる気もするが、その点につ
いて倉茂統括マネージャーは、「字数
制限を220文字にして、書くにも読む
にも時間がかからないようにしている。
当社は決めたことは徹底するので、未
提出者リストが社内イントラに公開さ
れ、提出率の悪い部署長は顛末書提出
のペナルティが課される。上司は毎日
部下のジャーナルをチェックし、書い
ていない部下には促すことも業務の一
つになっている」と説明する。

ほぼ同じ労使の向かうベクトル

　アイリスオーヤマには、上部団体に
は属していない労働組合があり、１～
５等級までの正社員1,745人が組合員
になっている（契約従業員は未加入）。
取材の最後に、これまで見てきた人事

施策について、労組との話し合いはど
のようになっているのかを尋ねてみた
ところ、「組合は組合員の要望を吸い
上げて労使協議会で提案し、会社も出
来る限り対応するなど、良好な関係を
築いている」との答えが返ってきた。
　「最近の例では、従来、公共交通機
関しか認めていなかった帰省旅費につ
いて、『自動車で帰省したい人』に対
する何らかの補助を求められた。本来、
ガソリン代を出すべきだが、帰省の証
明ができない。そこで行き先が記載さ
れている高速道路の領収書については
認める形に改善した。家賃補助も以前
は７年経ったらゼロになったり、単身
赴任の場合も一定期間を経た後は下げ
ていた。これも組合からの要望で、前
者は７年目以降も一定額を出し、後者
も減額しないようにするなど、組合か
らの要求は極力実現させてきている」

賃上げは経営側から組合に提示

　一方、春闘については、組合からの
要求・交渉の形は取っていない。賃上
げ等の労働条件改善は、「ベアを含め
人事と経営側が戦略的に考え、それを
組合側に提示する形」。近年の実績では、
「消費税増税時に補填的な意味合いの
ベアを実施。今年も求人力を高めるた
めに大卒・高卒ともに初任給を上げて、
それに準じたベアを実施している」と
のことだった。 （新井栄三）

部署のミーティングは立ったまま短時間で行う（同社提供）


